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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　テュニジア共和国は、1998年３月から12年以内に欧州との間で貿易の自由化をすることとして

おり、工業分野の国際競争力の強化を急いでいる。同国政府は、なかでも電気・電子分野の産業

育成を重視しており、生産過程の機械化による効率的な生産形態の確立が求められている。

　かかる状況下、テュニジア共和国政府は、電気・電子分野に係る職業訓練の充実を目的とする

プロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。これを受けて国際協力事業団は2000年12月

に締結された討議議事録（R／D）に基づいて、技術協力プロジェクト「テュニジア共和国電気・電

子技術者育成計画」を、2001年２月１日から５年間の予定で開始した。

　このたび当事業団は、プロジェクト協力開始後２年目を経過した時点で、これまでのプロジェ

クトの活動実績を調査・確認のうえ、中間評価に向けた現行PDM指標の見直し、活動内容及び今

後の活動計画についてテュニジア共和国側と協議することを目的に、2003年２月18日～２月28日

までの日程で、厚生労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐 春山 安弘氏を団長とする運営指

導調査団を派遣した。本報告書はその調査結果を取りまとめたものである。

　ここに、本調査にあたりご協力を頂いた関係各位に対し、深甚なる謝意を表するとともに、今

後のプロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位の更なるご協力をお願いする次第である。
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第１章　運営指導の概要第１章　運営指導の概要第１章　運営指導の概要第１章　運営指導の概要第１章　運営指導の概要

１－１　運営指導調査団派遣の経緯と目的

　テュニジア共和国（以下、「テュニジア」と記す）は1995年に欧州連合（EU）との間で自由貿易協定

（パートナーシップ協定）を締結し、1998年３月から12年以内に欧州との間で関税を撤廃すること

としている。このため、産業の国際競争力を強化することが必要になっており、第９次国家開発

計画（1997～2001年）においては、「工業分野の国際競争力の強化」が重要課題の一つに掲げられて

いる。

　こうしたなか、テュニジア政府は、国際競争力のある輸出産業として、電気・電子分野の育成

を重視している。この分野では、現在、部品を海外から輸入してテュニジア国内で組み立てる生

産形態（ノックダウン方式）が中心である。また、生産過程における機械化も十分進んでいない。

したがって、自国製部品の比率を高めるとともに、機械化による効率的な生産形態への脱皮が求

められている。このため、テュニジア政府は我が国に対して、電気・電子分野に係る職業訓練を

充実させるための技術協力を要請してきた。

　テュニジア電気・電子技術者育成計画は、2 0 0 0 年1 2 月１日に討議議事録（R e c o r d  o f

Discussions：R／D）に署名が交わされ、2001年２月１日から協力が開始された。これまでの２年

間は、養成訓練モジュールの開発、教材の開発、機材の設置並びに稼働、カウンターパート（C／P：

教官）への指導方法に係る技術移転が行われてきた。新設の電気電子技術職業訓練センター

（CSFIEE）はC／P（教官及び管理部門職員）採用の遅れによって６か月の開校遅延があったものの、

2002年９月の開校以降は多くの生徒を受け入れている。

　本調査団は、2003年10月以降に予定されている本プロジェクト中間評価のための準備（PDM修正

を含む）、これまでのプロジェクトの活動実績の調査・確認、並びに2003年４月までに全専門家が

交代する状況にかんがみた今後の活動計画についてテュニジア側と協議することを目的として派

遣された。

１－２　調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属

総括／団長 春山　安弘 厚生労働省職業能力開発局 海外協力課 課長補佐

職業訓練
（技術） 丸山　雅滋 雇用・能力開発機構 職業能力開発企画部 国際室国際協力課

専門役

協力企画 小森　明子 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第二課 職員

通　訳 関田　真理子 国際協力事業団 フランス事務所
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

〈テュニジア側〉

（１） 教育訓練省（MEF）

Naceur Chraiti 計画プロジェクト局長

Kamel Alimi 計画プロジェクト副局長

（２） 職業訓練事業団（ATFP）

Nizar El Ayech 総　裁

（３） 国立職業訓練指導員養成センター（CENAFFIF）

Nejib Talmoudi 技術局長

移動及び業務日
順

月　日
曜
日 春山団長 丸山団員 小森団員 関田団員

１ ２月18日 火 11:10
15:45

成田発（JL405）
パリ着

 7:55
10:25

パリ発（AF2584）
テュニジア着

官団員と合流
（同便テュニス入り）

２ ２月19日 水

午 後 JICAテュニジア事務所での打合せ

午前中 教育訓練省（MEF）での協議３ ２月20日 木

午 後 リーダー、
調整員への
ヒアリング

各技術系専
門家へのヒ
アリング

C／Pへのプロジェク
ト・デザイン・マトリ
ックス（PDM）説明

C／PへのPDM説明時
の通訳

午前中 職業訓練事業団（ATFP）での協議４ ２月21日 金

午 後 専門家へのヒアリング
C／Pへのヒアリング

全国電気電子産業連
盟（FEDELEC）へ
PDM修正説明

丸山団員に同行

５ ２月22日 土 調査結果取りまとめ

６ ２月23日 日 ミニッツ案作成

７ ２月24日 月 ミニッツ案説明

８ ２月25日 火 午前中
午 後

合同調整委員会開催
ミニッツ署名・交換

９ ２月26日 水 午前中
午 後

テュニジア外務省表敬
在テュニジア日本大使館帰国報告

10 ２月27日 木  8:55
11:30
18:05

テュニジア発（AF1685）
パリ着
パリ発（JL406）

11 ２月28日 金 14:00 成田着
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Salah GuezGuez 事務局長

Mohamed Rekik 国際関係局長

（４） 全国電気電子産業連盟（FEDELEC）

Halleb 課　長

（５） 外務省

Ali Goutali アジア太平洋局長

El Kamel 担当官

（６） 電気職業訓練センター（CIPE I）

Oueslati Laroussi センター長

（７） 電気電子技術職業訓練センター（CSFIEE）

Abderraouf Aissaoui センター長

Faouzi Benabbes 訓練担当者

Farah NASRI 電気／電子分野教官

Adel Gallaba 電気／電子分野教官

Walid Bouslimi 電気／電子分野教官

Abdelkerim Messaoudi 電気／電子分野教官

Sami Naceur 電気／電子分野教官

Ridha Khadraoui 電気／電子分野教官

Tahar Thabet 電気／電子分野教官

Imed Tahri 電気／電子分野教官

Bouhawala Saber 電気／電子分野教官

Fathi Daboussi 電気／電子分野教官

Yahmed Ben Khelifa 電気／電子分野教官

Emna Fathalleh 電気／電子分野教官

Abdelmonaem Fatnassi メカトロニクス分野教官

Fadhel Mensi メカトロニクス分野教官

Olfa Fraj メカトロニクス分野教官

Abdelmonaem Maghrebi メカトロニクス分野教官

Faten Ben Chihaoui メカトロニクス分野教官
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Fethi Righi メカトロニクス分野教官

Salwa Labidi メカトロニクス分野教官

〈日本側〉

（１） 在テュニジア日本大使館

甲斐　紀武 特命全権大使

大森　芳樹 書記官

（２） JICAテュニジア事務所

伊禮　英全 所　長

安達　一郎 担当所員

Abdelmajid Belhadj Yahia 担当所員

（３） 電気電子技術者育成計画　長期専門家

平泉　元 チーフアドバイザー

石塚　晴雄 電　子

正木　克典 メカトロニクス

後藤　豊 電　気

藤井　豊 業務調整

１－５　調査項目・調査方法

　日本国内での事前準備においては報告書及び資料レビューを行い、現地では長期専門家インタ

ビュー（グループ及び個別）を行った。また、活動進捗状況に関し、C／P 19名をグループに分け、

聞き取り調査を行った。詳細な調査項目については「付属資料２．調査結果表」のとおりである。



－5－

第２章　プロジェクトの実績第２章　プロジェクトの実績第２章　プロジェクトの実績第２章　プロジェクトの実績第２章　プロジェクトの実績

２－１　対象プロジェクトの概要（調査時点）

（１） 目　標

１）　上位目標

　電気・電子分野の中堅技術者の質が向上する。

２）　プロジェクト目標

　電気・電子技術職業訓練センターが新たに創設され、能力の高い技術者を育成できるよう

になる。

（２） 成　果

１）　電気・電子分野の訓練コースが確立される。

２）　指導員が効率的に訓練を実施できるようになる。

３）　電気・電子技術職業訓練センターの運営管理体制が確立され、訓練が継続的に実施され

る。

４）　機材が効率よく使用され、維持管理される。

（３） 活動項目

１－１）　他職業訓練センターの訓練コース及び関連企業のニーズを調査、分析する。

１－２）　養成訓練コースのカリキュラムとシラバスを開発する。

１－３）　短期向上訓練プログラムを開発する。

１－４）　教科書と教材を開発する。

２－１）　教官用の指導マニュアルを開発する。

２－２）　教官用の教材を開発する。

２－３）　教官の達成指標を開発する。

３－１）　電気・電子技術職業訓練センターの組織機構を確立する。

３－２）　電気・電子技術職業訓練センターの内部規定を作る。

３－３）　電気・電子技術職業訓練センターの年間事業計画を作成する。

３－４）　訓練生の就職支援システムを作る。

４－１）　機材使用計画を作成する。

４－２）　機材維持管理システムを導入する。

４－３）　機材維持管理マニュアルを作成する。

４－４）　機材を規則的に維持管理する。

４－５）　スペアパーツと消耗部品の管理体制を整える。
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２－２　投入実績

（１） 日本側投入（調査時点の実績）

１）　長期専門家派遣　７名

２）　短期専門家派遣　６名

指導科目 氏　名 本邦所属先（派遣時） 派遣期間

チーフアドバイザー 平泉　元
雇用・能力開発機構
職業能力開発企画部

2001年３月７日～
2003年３月６日

業務調整 岡田　登 （株）佐々木エージェンシー
2001年２月１日～
2003年１月31日

電　気 後藤　豊
雇用・能力開発機構
九州職業能力開発大学校

2001年４月10日～
2003年４月９日

電　子 石塚　晴雄
雇用・能力開発機構
千葉職業能力開発促進センター

2001年４月10日～
2003年４月９日

メカトロニクス 正木　克典
雇用・能力開発機構
関西職業能力開発促進センター

2001年４月10日～
2003年４月９日

チーフアドバイザー 杉本　博
雇用・能力開発機構
職業能力開発指導部

2003年２月18日～
2005年２月17日

業務調整 藤井　豊 （株）佐々木エージェンシー
2003年１月15日～
2005年１月14日

指導科目 氏　名 本邦所属先（派遣時） 派遣期間

無接点シーケンス 山崎　健二 （株）新光ビルシステム
2001年12月14日～
2002年２月13日

CAD製図 中脇　智幸
雇用・能力開発機構
関西職業能力開発促進センター

2002年１月17日～
２月14日

Visual Basicの応用 藤本　周央
雇用・能力開発機構
千葉職業能力開発促進センター

2002年１月17日～
２月14日

ファクトリー・オートメー
ション（FA）ネットワーク

熊谷　英樹 （株）新興技術研究所
2002年12月７日～
12月22日

ネットワーク管理 五藤　三樹
雇用・能力開発機構
沖縄職業能力開発大学校

2002年10月16日～
11月12日

機械加工 石田　義彦
雇用・能力開発機構
千葉職業能力開発促進センター

2003年１月15日～
２月12日
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３）　研修員受入れ　９名

４）　供与機材

〈年　度〉　　　　〈主要機材〉 〈総　額〉

2001年度　メカトロニクス制御システム、パソコン、 １億5,700万円

　マイコン開発ツール、基板作成機材等

2002年度　視覚センサーシステム、プログラマブルタ

　ーミナル制御装置、機構解析システム等 １億1,300万円

（２） テュニジア側投入

１）　C／P（教官及び管理部門職員）配置 25名

２）　センター建設費（3,294,611.308DT） ２億9,700万円

３）　ローカルコスト負担（197,491.066DT） 　　1,800万円

分　野 氏　名 研修期間 受入先

電子機器製造管理
Gallaba Adel Ben

Ahmed

2001年７月５日
～９月30日

千葉職業能力開発促進セン
ター

自動制御
Fatnassi Abdelmonem
Ben Farhat

2001年７月５日
～９月30日

同上

電子機器製造 Nasri Farah
2001年７月５日
～９月30日

同上

生産ラインネットワーク
Bouslimi Walid Ben

Salah

2001年７月５日
～９月30日

同上

ロボットと視覚センサーに
よる自動化システム構築

El Mensi Fadhel Ben

Bechir

2002年７月８日
～９月25日

同上

計測制御システム
Khadraoui Mohamed

Ridha Ben Abdelmajid

2002年９月２日
～11月27日

同上

マイクロコンピューターシ
ステム設計（ソフトウェア
ーを重点的に）

Naceur Sami Ben

Ahmed

2002年７月８日
～９月25日

同上

マイクロコンピューターシ
ステム設計（ハードウェア
ーを重点的に）

Messaoudi

Abdelkerim Ben

Abdessalem

2002年７月８日
～９月25日

同上

プロジェクト運営管理
Aissaoui Abderraouf

Ben Mohamed

2002年10月16日
～11月３日

千葉職業能力開発促進セン
ター、新興ビルシステム等
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２－３　活動実績

２－３－１　C／Pの配置

　本プロジェクトは協力開始後、2001年２月に４名、４月に４名のC／Pが採用される予定で

あったが、最初の採用が遅れ、その後の採用もなかなか進まずにいた。この問題については、

テュニジア側の制度であるSIVP（採用後１年間はインターンとして働く見習い制度）が適用され

ているため、新採用の教官は当初の１年間の給与を低く抑えられていることから、応募者の人

数そのものが少ないことが主な原因だと考えられた。本件については職業訓練事業団に対し、

本プロジェクトについては特例を認めてSIVP制度を適用せず、他センター及び民間企業から経

験者を採用するように申し入れ、2002年５月、採用についてはSIVPが免除となった。当初予定

では、電気・電子技術職業訓練センター（CSFIEE）は2002年２月に開校する予定であったが、上

述のようにC／P採用の遅れに伴って、約半年延期され、2002年９月からの開校となった。

２－３－２　新設センター

　テュニス市内にテュニジア側予算で新設されたCSFIEEは、当初予定より半年遅れの2002年９

月に開校した。開校前の夏には広報活動の一環としてオープンキャンパスが行われ、見学者に

加えて多くの報道関係者も来校し、その様子は新聞、テレビ等で広く報じられた。

　訓練生の募集、入学生徒数の実績は下表のとおりである。

２－３－３　訓練コース

　カリキュラム開発については、テュニジアが適用したコンペタンシーアプローチ手法によっ

て開発しなくてはならない。しかし、国立職業訓練指導員養成センター（CENAFFIF）にかかる

作業を行える専門職員がいなかったため、CENAFFIFはカナダ人コンサルタント（Gerard

Tulippe氏）に委託した。コンペタンシーアプローチ手法によるカリキュラム開発手順は、①本

プロジェクトメンバーによってR／D署名時のカリキュラム案を基にカリキュラムの素案を作成

し、②それを受けてTulippe氏は企業にアンケートを実施し、③各訓練コースに関するProjet De

Formation（訓練計画案）を作成するという流れで行われた。そして、これら全体の意見を総合

し、各科別の訓練計画表（マトリックス、ロジグラム）が作られ、モジュール（カリキュラム）が完

第１期生 第２期生
訓練生

応募者数 入学者数 応募者数 入学者数

電子機器製造科（BTP） 22名 48名

自動制御科（BTP）
246名

23名
218名

電子機器製造管理科（BTS） 24名 48名

生産ラインネットワーク科（BTS）
440名

23名
390名

BTP：技能者　　BTS：上級技能者
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成した。その後、CENAFFIFがコンペタンシーアプローチ手法を経験している他センター指導

員７名を召集し、プログラム分析表（Tableau d’Analyse et de Planification：TAP）の作成作業

に入ったが、作業は当初予定より大幅に遅れている。TAPには各科目で訓練されるべき内容、

評価項目、使用する機材が明記されているため、TAPが完成しないと本センターの教官は週間

時間割作成に着手できない。
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

　事前の資料レビュー及び現地でのインタビュー調査を通じて活動進捗状況の確認を行い、「付属

資料１．ミニッツ」及び「付属資料２．調査結果表」のとおり取りまとめた。

　概要は以下のとおりである。

３－１　C／P（教官・管理部門職員）について

　本プロジェクトのC／Pは運営指導調査時点で25名（うち教官は19名）が配置されていたが、９月

には第３期生が入学し、実施される訓練コースが12コースに増えるため、早急に教官を配置する

必要がある。テュニジア側との協議において早急なC／P配置を先方に申し入れたところ、2003年

５月までに採用する予定であるとの回答を得た。

３－２　モジュールについて

　コンペタンシーアプローチ手法によって開発されたモジュールは、R／D署名時のカリキュラム

案が基になってはいるが、コンペタンシーから割り出されているため、教科目としてではなく「～

ができる」など、職能として示されている。したがって、各モジュールには複数の分野が含まれて

いる（電気・電子・メカトロニクスが一つのモジュールに混在している）ケースが多々あり、各モ

ジュールの担当専門家や担当教官を選考するのが非常に困難な状況となっていた。

　今次調査では、2003年４月までにプロジェクトメンバーが全員交代になる状況を勘案し、また

コンペタンシーアプローチ手法を用いて開発されたモジュールがR／D署名時のカリキュラム案と

どの程度の整合性があるかを整理した（詳細は「付属資料１．ミニッツ」を参照）。整理の結果、整合

性がとれない部分についてはR／D案署名時のカリキュラム案をテュニジア側で作成したモジュー

ルに入れ込むこととし、大幅な変更を回避することとした。

３－３　訓練コースの実施（TAPの作成状況）について

　第２章でも述べたとおり、電気電子技術職業訓練センター（CSFIEE）における訓練を計画・実施

するうえでTAPが必要である。しかしながら、全TAPが未完成であることに加えて、各TAPがセ

ンターに提出されるのは授業直前であった。このような現況に対して調査団側から改善を求めた

ところ、2003年６月にはすべてを仕上げるとのコミットメントをテュニジア側から取りつけるこ

とができた。また、調査団側からは、今までのTAP作成作業には日本人専門家が参加していない

が、今後はプロジェクトメンバーのコメントや意見を加味したうえで、TAPを作成していくこと

が重要である旨を説明し、先方も理解を示した。
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３－４　技術移転状況について

　現地でのC／Pへの聞き取り調査においては、TAP作成作業の遅れによって生じた不安と混乱の

話が多く聞かれた。教えることができるC／Pが自転車操業的にモジュール（日本での職業訓練管理

では「科目」と同等とみなせる）を担当しているため、C／P間での担当時間の偏りがみられている。

また、訓練計画の混乱により技術移転を計画的に進めるうえで大きな問題となっている。

　しかしながら、このたびの運営指導調査団とテュニジア側で、TAP作成については日本人専門

家の意見を反映して、2003年６月までにすべてのTAPが完成するとの合意がなされたことから、

今後はTAPが順調に作成されてC／Pの不安も払拭され、技術移転も効率的に進むことが期待でき

る。

　電気、電子、メカトロニクス分野に係る技術移転状況は以下のとおりである。

３－４－１　電気系

　電気理論、電気電子計測、シーケンス制御、PLC制御、デジタル回路についての技術移転を

行い、特にシーケンス制御及びPLC端末のみによる制御については、全C／Pに対して技術移転

が実施された。

　ただし、技術移転を終えたデジタル回路については、コンペタンシーアプローチ手法による

訓練内容の見直しにより、独立したモジュールではなく関連する複数のモジュールに組み込ま

れるかたちとなった。

　なお、モーター実験装置（AC、DC、ステッピングモーターなど）、プログラマブルターミナル

など、2002年度末以降の供与機材についての技術移転が残されている。

３－４－２　電子系

　これまで、アナログ回路（電気回路、ダイオード、トランジスター、OPアンプなど）、マイコ

ン回路（H８シリーズ）、電子CAD及び電子回路シミュレーター、プリント基板作製（一部）など

についての技術移転を終えている。

　なお、マイコン回路などの応用利用については引き続き技術移転が必要であり、既に供与さ

れているプリント基板作製装置（LPKF）と、これから供与される予定の電子回路組み立て（実装

技術）についての技術移転が残されている。

　C／Pの配置については、８名体制と充実しており、そのなかに大学に通っているC／Pが１名

いるものの、技術移転等について大きな問題には至っていない。

３－４－３　メカトロニクス系

　施設・設備の設置及びインストールの遅れなどから、日本人専門家からの技術移転は2002年
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８月から本格的に始まり、手加工作業、空圧制御などの技術移転をほぼ終えた。ただし、技術

移転を終えている製図（Auto-CAD）の一部についてはコンペタンシーアプローチ手法による訓練

計画の見直しにより、現時点では訓練計画に含まれていない。

　今後は、油圧制御、自動制御システム、PLCを用いた油空圧制御システムなどについての技

術移転が残されている。

　C／Pの配置については、７名体制と充実しているが、大学に通っているC／Pが４名いるため

に技術移転を行うための時間を確保するのに苦労しており、併せてC／Pの専門性がメカトロニ

クスと一致していないC／Pが複数おり、技術移転に問題が出ている。

　このように、専門性、大学等の問題があることから、C／Pを採用する際には他センター経験

者を優先し、技術移転に支障のない体制に整備するよう、調査団から教育訓練省（MEF）、職業

訓練事業団（ATFP）及び国立職業訓練指導員養成センター（CENAFFIF）に要望を行った。

３－５　PDMの改訂について

　本プロジェクトのPDMの作成にはプロジェクトメンバーがかかわっていなかったため、活動項

目が現状に即していなかった。したがって、R／D署名時のPDMの活動項目を具体的な表現に変更

したり、新たに活動項目を加えたりした。また、指標については日ごろの目標管理のうえでも、

また、2003年10月以降に予定されている中間評価調査の準備を行ううえでも、明確化されている

ことが望ましいため、プロジェクト関係者からの意見を基に修正した。

　全国電気電子産業連盟（FEDELEC）とのPDM改訂に係る打合せにおいては、代表者から指標の

数値化の提案がなされたが、CSFIEEは他校との比較のなかでそのパフォーマンスの善し悪しが判

断できるため、到達目標を数値化することは困難である旨を説明し、了承が得られた。
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第４章　提言等第４章　提言等第４章　提言等第４章　提言等第４章　提言等

４－１　提　言

　テュニジア側関係者、プロジェクトの専門家等との意見交換、プロジェクト開始以来開催して

いなかった合同調整委員会の開催などによって判明した結果に基づき、以下の提言を行った。

（１） テュニジア側はコンペタンシーアプローチ手法に基づくTAP等の関連資料を2003年６月ま

でに完成させること。

（２） テュニジア側で作成されるコンペタンシーアプローチ手法によるTAP等の関連資料に、日

本人専門家の意見が反映されること。

（３） C／Pについては養成訓練のために現在19名が配置されているが、訓練生が2004年２月には

320名とピークに達するため、これに対応するためには、少なくとも13名を2003年５月までに

追加配置する必要があること。

（４） 電気電子技術職業訓練センター（CSFIEE）の運営体制を向上・強化するためには、現地ス

タッフの増員による管理部門の充実が必要であること。

（５） 技術委員会でコース名をコースの内容の実態に合わせてフランス語に変更しているが、今

後、フランス語名に相当する英語名を作成すること。

（６） 将来、向上訓練を実施したり、コースを増設する際、必要であれば相互の投入に修正を加

えることを考慮すること。

４－２　団長所感

　テュニジアの電気・機械産業の現状では、７年後に迫っている自由貿易下、関税撤廃後の欧州

の製品に対抗する製品を製造できる技能者・技術者育成は喫緊の課題である。また、第９次５か

年計画（国家開発計画）を踏襲した第10次５か年計画（2002～2007年）においても人材養成を最重点

課題として重要視していることからも、プロジェクトは妥当性がある。

　コンペタンシーアプローチ手法は即戦力に使える技能者養成という、当面のテュニジアの産業

界のニーズに対応しているという点では有効性があるが、中期・長期的な電気・機械産業界全体

の発展と技能者の人材育成という観点からは、特定の狭い技術分野のみの習得に終わりがちであ

ることから、カリキュラムについて、もっと基礎技術を基にした応用力が習得できるようなもの

が必要である。そこで今後は、日本のカリキュラムの内容を付加した教科内容で訓練をすること

が肝要であると考える。

　また、今後は養成訓練のみに限ることなく、既に企業に在職している技能者の技術向上のため

の訓練（向上訓練）を実施することも産業技術レベル全体の向上のために必要である。

　2002年秋以来、プロジェクト実施機関の組織変更等があったが、プロジェクトに与える影響は
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何らなく、またプロジェクト・サイトを視察してプロジェクト関係者、合同調整委員会等の意見

を聴聞した結果、当該プロジェクトはテュニジアの中堅技術者養成のモデル的な職業訓練センター

として位置づけられ、期待されていることがわかった。したがって、テュニジア側の必要な投入

と支援を継続的に得ることができ、残された技術協力を今後３年間実施することによって、当該

プロジェクトの上位目標の「電気・電子分野の中堅技術者の質が向上する」にかなり貢献できると

考える。
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